
○津山工業高等専門学校共同研究取扱規程

昭和60年11月７日

規 程 第 ６ 号

改正 昭和62年８月26日規程第６号 平成元年４月25日規程第４号

平成元年６月28日規程第10号 平成８年６月13日規程第３号

平成９年７月10日規程第８号 平成13年１月６日規程第30号

平成21年８月25日規程第28号 平成25年３月27日規程第６号

平成29年４月19日規程第36号 令和元年８月１日規程第６号

（趣旨）

第１条 この規程は，独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）

が定めた独立行政法人国立高等専門学校機構共同研究実施規則（独立行政法人国立

高等専門学校機構規則第４６号）のほか，津山工業高等専門学校（以下「本校」と

いう。） における共同研究を実施しようとする者（以下「共同研究実施者」とい

う。）との 共同研究の取扱いに関し，必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。

（1）共同研究

ア 共同研究実施者から研究者及び研究経費等を受け入れて，本校の教員が当該

共同研究実施者の研究者と共通の課題について共同して行う研究

イ 本校及び共同研究実施者において共通の課題について分担して行う研究で，

本校において，共同研究実施者から研究者及び研究経費等，又は研究経費等を

受け入れるもの

（2）共同研究員 共同研究実施者において現に研究業務に従事しており，本校教員

と共同して研究を行う者

（3）研究代表者 第１号に規定する共同研究を行う本校教員の当該共同研究の代表

者

(4) 研究分担者 第１号に規定する共同研究を行う本校教員の当該共同研究の分担

者

（共同研究の申込み）

第３条 共同研究の申し込みをしようとする共同研究実施者は，所定の共同研究申込

書を，校長に提出するものとする。

（受入れの基準）

第４条 共同研究の受入れの基準は，次のとおりとする。

一 共同研究が，独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成１５年法律第１１３

号）第１２条第１項第３号に定める業務に該当していること。



二 共同研究が，本校の教育研究上有意義であり，かつ，本来の教育研究に支障を

生ずるおそれがないこと。

（共同研究の受入れ決定）

第５条 共同研究の受入れは，本校運営会議の審議に基づき校長が決定する。

（受入決定の通知）

第６条 校長は，共同研究の受入れを決定したときは，その旨を共同研究実施者に通

知するとともに，本校の契約担当役に通知するものとする。

（契約の締結等）

第７条 契約担当役は，前条の通知を受けたときは，共同研究実施者と契約を締結す

るものとする。

２ 契約担当役は，前項の規定により契約を締結したときは，所定の共同研究契約締

結報告書を，速やかに校長及び研究代表者の所属する系長を経て，研究代表者に通

知するものとする。

（受入研究者指導料の納付）

第８条 共同研究実施者は，前条第１項の契約を締結したときは，直ちに本校出納命

令役の発行する請求書により，共同研究員一人について６ケ月につき210,000円（消

費税相当額を含む。）の受入研究者指導料（以下「研究指導料」という。）を納付し

なければならない。

２ 研究指導料の月割り計算はしないものとする。

３ 同一年度内において研究期間を延長する場合には，同一の共同研究員に係る研究

指導料は徴収しない。

４ 既納の研究指導料は，返還しない。

（共同研究に要する経費）

第９条 本校は，その施設・設備を共同研究の用に供するとともに，当該施設・設備

の維持・管理に必要な経常経費等を負担するものとする。

２ 共同研究実施者は，共同研究費用として，共同研究遂行上特に必要となる謝金，

旅費，研究支援者等の人件費，設備費，消耗品費等の直接的な経費（以下「直接経

費」という。）及び共同研究遂行のため，直接経費以外に必要となる管理的な経費

（以下「間接経費」という。）並びに研究指導料を負担するものとする。

３ 前項の場合において，共同研究の内容が変更されたときは，共同研究費用を増加

又は減少することができる。

４ 間接経費の取扱いについては，別に定める。

５ 前項の規定にかかわらず，共同研究を円滑に遂行するため，本校において直接経

費の一部を負担することができる。

６ 共同研究実施者において行う研究に要する経費等は，共同研究実施者が負担する

ものとする。

（共同研究における設備等の取扱）

第１０条 第２条第１号ア及びイによる研究の必要上，本校において新たに取得した



設備等は，本校と共同研究実施者との間に特段の合意がある場合を除き，本校の所

有に属するものとする。

２ 第２条第１項イによる共同研究の必要上，共同研究実施者において新たに取得し

た設備等は，共同研究実施者に属するものとする。

３ 前各号に規定する研究で，本校において行う共同研究の遂行上必要な場合には，

共同研究実施者から，共同研究に要する経費のほか，その所有に係る設備を受入れ

ることができる。

（研究場所）

第１０条の２ 本校教員は，本校で行う研究又は分担して行う研究のために必要な場

合には，共同研究実施者の施設において研究を行うことができる。この場合におい

て，当該教員の勤務については，研究用務のための正規の出張として手続きをとる

ものとする。

（共同研究の中止等）

第１１条 研究代表者は，共同研究を中止又は研究期間を延長する必要が生じたとき

は，所定の共同研究中止・期間延長申請書を，直ちに校長に提出しなければならな

い。

２ 校長は，前項の申請を受けた場合において，天災その他研究遂行上やむを得ない

理由があると認めたときは，共同研究実施者と協議の上，当該共同研究の中止又は

研究期間の延長を決定し，所定の共同研究中止・期間延長通知書により，研究代表

者及び契約担当役に通知するものとする。

３ 前項の規定により共同研究を中止した場合において，第９条第２項の規定により

共同研究実施者が負担した経費に不用が生じたときは，その全部又は一部を返還す

ることができる。

（共同研究の完了報告等）

第１２条 研究代表者は，当該共同研究が完了したときは，所定の共同研究実施報告

書により，速やかに校長に報告するものとする。

２ 校長は，前項の報告を受けたときは，所定の共同研究完了通知書により，契約担

当役に通知するものとする。

（研究成果の公表）

第１３条 共同研究による研究成果は，公表を原則とするものとする。

２ 校長は，必要な場合には，当該公表の時期・方法について共同研究実施者と協議

するものとする。

（特許の出願）

第１４条 校長又は共同研究実施者は，研究代表者又は研究分担者若しくは共同研究

実施者の研究員が共同研究の結果，それぞれ独自の発明を行った場合において特許

出願を行おうとするときは，当該発明を独自に行ったことについて，あらかじめそ

れぞれ相手側の同意を得るものとする。

２ 校長及び共同研究実施者は研究代表者及び研究分担者並びに共同研究実施者の研



究員が共同研究の結果，共同して発明を行った場合において，特許出願を行おうと

するときは，持分等を定めた共同出願契約を締結の上，共同出願を行うものとする。

ただし共同研究実施者から特許を受ける権利を承継した場合は，校長が単独で出願

を行うものとする。

３ 校長は，前項の共同出願契約を締結する場合，研究代表者及び研究分担者が当該

共同研究実施者の研究員と合意予定の持分案について，独立行政法人国立高等専門

学校機構知的財産権取扱規則（独立行政法人国立高等専門学校機構規則第４０号）

第５条に規定する研究推進委員会知的財産ワーキンググループに諮るものとする。

（特許権等の実施）

第１５条 校長は，共同研究の結果生じた発明で，機構が承継した特許を受ける権利

又はこれに基づき取得した特許権（以下「機構が承継した特許権等」という。）を

共同研究実施者又は共同研究実施者が指定する者に限り，出願した日から10年を越

えない範囲内において，独占的に実施させることができる。ただし，この期間は，

必要に応じて更新することができるものとする。

２ 校長は，共同研究の結果生じた発明で，共同研究実施者との共有に係る特許を受

ける権利又はこれに基づき取得した特許権（以下「共有に係る特許権等」という。）

を共同研究実施者の指定する者に限り，出願した日から10年を越えない範囲内にお

いて，独占的に実施させることができる。ただし，この期間は，必要に応じて更新

することができるものとする。

（特許権等の実施の許諾）

第１６条 校長は，前条第１項の場合において，共同研究実施者若しくは共同研究実

施者の指定する者が，機構が承継した特許権等を，前条第２項の場合において，共

同研究実施者の指定する者が共有に係る特許権等を，それぞれ独占的実施の期間中

その第４年次以降において正当な理由なく実施しないとき，又は当該特許権等を独

占的に実施させることが公共の利益を著しく損なうと認められるときは，共同研究

実施者及び共同研究実施者の指定する者以外の者に対し，当該特許等の実施を許諾

することができる。

２ 第15条第１項，同条第２項及び前項の規定により，機構が承継した特許権等又は

共有に係る特許権等の実施を許諾された者は，別に実施契約で定める実施料を機構

に支払うものとする。

（実用新案権等の取扱）

第１７条 実用新案権及び実用新案登録を受ける権利については，第14条から前条ま

での規定を準用する。

（証明書等の交付）

第１８条 校長は，共同研究実施者からの願い出により，共同研究に関する証明書等

を交付することができる。

（雑則）

第１９条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，校長



が別に定める。

附 則

この規程は，昭和60年11月７日から施行する。

附 則（昭和62年８月26日規程第６号）

この規程は，昭和62年８月26日から施行し，昭和62年４月１日から適用する。

附 則（平成元年４月25日規程第４号）

この規程は，平成元年４月25日から施行する。

附 則（平成元年６月28日規程第10号）

この規程は，平成元年６月28日から施行し，平成元年１月８日から適用する。

附 則（平成８年６月13目規程第３号）

この規程は，平成８年６月13日から施行する。

附 則（平成９年７月10目規程第８号）

この規程は，平成９年７月10日から施行し，平成９年４月１日から適用する。

附 則（平成13年１月６目規程第30号）

この規程は，平成13年１月６日から施行する。

附 則（平成21年８月25目規程第28号）

この規程は，平成21年10月１日から施行する。

附 則（平成25年３月27日規程第６号）

この規程は，平成25年４月１日から施行する。

附 則（平成29年４月19日規程第36号）

この規程は，平成29年４月19日から施行し，平成29年４月１日から適用する。

附 則（令和元年８月１日規程第６号）

この規程は，令和元年８月１日から施行し，平成31年４月１日から適用する。


